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国　税／�4月分源泉所得税の納付� 5月10日
国　税／�3月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 5月31日
国　税／�9月決算法人の中間申告� 5月31日
国　税／�6月、9月、12月決算法人の消費税等の中間

申告（年3回の場合）� 5月31日
国　税／�個人事業者の消費税等の中間申告（年3回

の場合）� 5月31日
国　税／�確定申告税額の延納届出による延納税額の

納付� 5月31日
国　税／�特別農業所得者の承認申請� 5月15日

地方税／�自動車税・鉱区税の納付�
� 都道府県の条例で定める日

5 2018（平成30年）

事業用融資での個人保証人の保護　保証人となった者が、想定外の多額の保証債務の
履行を求められ生活の破綻に追い込まれるケースが後を絶たないことから、経営者等以
外の個人保証人を保護するため、民法改正により、事業用融資の保証契約に際しては公
証人による意思確認手続を必要とする制度が新設され、2020年３月１日から施行されます。
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５月号─2

　

相
続
対
策
に
お
け
る
財
産
管
理
の

手
法
と
し
て
、「
家
族
信
託
（
民
事

信
託
）」
が
最
近
注
目
さ
れ
て
き
て

い
ま
す
。
平
成
十
八
年
に
信
託
法
が

大
幅
改
正
さ
れ
て
使
い
勝
手
が
良
く

な
っ
て
い
る
の
で
す
が
、
ま
だ
知
ら

な
い
方
も
多
い
の
で
、
以
下
、
ポ
イ

ン
ト
を
整
理
し
て
み
ま
す
。

１　

家
族
信
託
（
民
事
信
託
）

　

信
託
は
、
大
き
く
商
事
信
託
と
民

事
信
託
に
分
か
れ
ま
す
。

　

商
事
信
託
は
、
投
資
信
託
が
該
当

し
、
不
特
定
多
数
の
委
託
者
か
ら
財

産
を
信
託
銀
行
（
受
託
者
）
が
預
か

り
、
そ
れ
を
運
用
し
て
受
益
者
（
＝

委
託
者
）
に
分
配
す
る
も
の
で
す
。

　

受
託
者
は
営
利
目
的
で
あ
り
、
信

託
報
酬
を
も
ら
っ
て
業
務
を
行
い
ま

す
。
し
か
し
、
信
託
会
社
（
信
託
銀

行
）
は
、
通
常
個
人
の
自
宅
を
信
託

財
産
と
し
て
受
託
し
た
り
し
な
い
の

で
、
家
族
信
託
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
ら

れ
な
い
と
こ
ろ
が
あ
り
ま
す
。

　

民
事
信
託
の
中
で
家
族
・
親
族
が

中
心
と
な
る
民
事
信
託
の
こ
と
を
通

称
で
「
家
族
信
託
」
と
呼
ん
で
い
ま

す
。

　

家
族
信
託
は
、
委
託
者
が
受
託
者

に
財
産
を
移
転
し
、
受
託
者
が
一
定

の
目
的
に
従
っ
て
財
産
を
受
益
者（
相

続
人
等
）
の
た
め
に
管
理
・
運
用
・

処
分
す
る
も
の
で
す
。
基
本
的
に
は

非
営
利
で
あ
り
、
無
報
酬
で
す
（
契

約
で
報
酬
を
与
え
る
こ
と
は
自
由
）。

受
託
者
に
は
判
断
力
の
あ
る
個
人
、

若
し
く
は
営
利
目
的
以
外
の
法
人
が

な
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

２　

家
族
信
託
の
必
要
性

　

次
の
よ
う
な
も
の
が
あ
り
ま
す
。

⑴　

高
齢
者
の
健
康
不
安

　
　

健
康
寿
命
と
平
均
寿
命
の
差
は

約
十
年
あ
り
、
そ
の
間
に
認
知
症

な
ど
で
意
思
判
断
能
力
を
喪
失
す

る
と
、
財
産
の
管
理
や
処
分
な
ど

が
原
則
的
に
で
き
な
く
な
る
の
で
、

担
保
し
て
お
き
た
い
。

⑵　

成
年
後
見
制
度
で
は
不
満

　
　

成
年
後
見
制
度
は
、
意
思
判
断

能
力
が
無
く
な
っ
た
方
の
代
わ
り

に
、
裁
判
所
が
指
定
し
た
家
族
ま

た
は
弁
護
士
・
司
法
書
士
な
ど
が

代
理
と
し
て
財
産
管
理
を
行
う
制

度
で
す
。

　
　

し
か
し
、
基
本
的
に
財
産
の
現

状
維
持
が
目
的
で
す
の
で
、
古
く

な
っ
た
自
宅
を
建
て
替
え
た
り
、

賃
貸
物
件
を
よ
り
収
益
性
の
高
い

も
の
に
買
い
替
え
る
な
ど
自
由
度

の
高
い
活
用
が
で
き
ま
せ
ん
。

　
　

ま
た
、
職
業
後
見
人
又
は
後
見

監
督
人
へ
の
報
酬
が
必
要
で
、
本

人
が
亡
く
な
る
ま
で
継
続
的
に
運

営
コ
ス
ト
が
か
か
り
ま
す
。

３　

家
族
信
託
の
仕
組
み

　

家
族
信
託
の
仕
組
み
は
図
表
１
の

よ
う
に
な
り
ま
す
が
、
若
干
補
足
し

ま
す
。

①　

委
託
者
…
財
産
の
管
理
・
運
用

の
指
示
を
し
た
人
で
「
父
母
」
が

多
い
で
す
。

②　

受
託
者
…
委
託
財
産
を
実
際
に

管
理
・
運
用
す
る
人
で
、
委
託
者

が
信
頼
を
お
い
て
い
る
「
家
族
・

親
族
」
が
ほ
と
ん
ど
で
す
。

家
族
信
託
の

活
用
法

図表 1　家族信託の仕組み

①委託者
信託契約

財
産
給
付
・
分
配
（
受
益
権
）

例監督人は司法
　書士など専門
　家または家族
　でも可能

委託者
財産の所有者、
財産を預ける人

受託者
財産を預かり、
管理・運用・処
分する人

受益者
財産の価値や
利益を得る権
利（受益権）
を有する人

報
告

監
督

同
意
・
解
任

管理・処分権限

②受託者

③受益者 ④信託監督人

信託財産
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③　

受
益
者
…
信
託
に
よ
り
利
益
を

受
け
る
人
で
「
本
人
」
の
場
合
が

多
い
で
す
。

④　

信
託
監
督
人
…
受
託
者
が
き
ち

ん
と
業
務
を
行
う
か
心
配
な
時
は
、

第
三
者
を
信
託
監
督
人
と
し
て
指

定
し
て
お
き
、
受
託
者
の
業
務
を

監
督
さ
せ
ま
す
。

４　

家
族
信
託
が
適
し
て
い
る
場
合

の
例

⑴　

認
知
症
へ
の
備
え

　
　

認
知
症
は
そ
の
予
備
軍
を
合
わ

せ
る
と
約
八
六
二
万
人
。
高
齢
者

人
口
の
約
四
分
の
一
に
な
る
と
い

わ
れ
て
い
ま
す
。
ど
の
家
族
で
も

そ
の
可
能
性
は
あ
り
、
本
人
の
判

断
能
力
が
低
下
す
る
と
、
資
産
が

凍
結
さ
れ
て
し
ま
う
の
で
、
対
策

と
し
て
有
効
。

⑵　

遺
言
代
用

　
　

遺
言
書
の
作
成
と
思
っ
て
も
厳

格
な
基
準
に
面
倒
さ
を
感
じ
て
い

る
場
合
、
家
族
信
託
で
あ
れ
ば
、

委
託
者
と
受
託
者
と
の
契
約
で
行

え
る
の
で
便
利
。

⑶　

受
益
者
連
続
機
能

　
　

最
初
の
受
益
者
（
一
次
受
益
者
）

を
自
分
と
し
、
自
分
が
亡
く
な
っ

た
後
の
受
益
者
（
二
次
受
益
者
）

を
息
子
、
息
子
が
亡
く
な
っ
た
後

の
受
益
者（
三
次
受
益
者
）を
孫
、

孫
が
亡
く
な
っ
た
後
の
受
益
者（
四

次
受
益
者
）
を
、
ま
だ
生
ま
れ
て

い
な
い
ひ
孫
と
い
う
よ
う
に
、
亡

く
な
っ
た
後
の
受
益
者
を
次
か
ら

次
へ
と
指
定
で
き
ま
す
。

　
　

こ
の
よ
う
に
、
遺
言
よ
り
自
由

度
が
高
く
活
用
で
き
ま
す
。

⑷　

障
害
の
あ
る
子
へ
の
対
処

　
　

障
害
が
あ
っ
て
自
分
で
は
財
産

管
理
が
で
き
な
い
子
供
が
い
る
場

合
、
親
が
委
託
者
と
な
り
信
頼
で

き
る
親
戚
を
受
託
者
に
し
て
お
く

こ
と
で
、
障
害
を
持
っ
た
子
供
が

受
益
者
と
し
て
守
ら
れ
ま
す
。

５　

家
族
信
託
の
機
能

　

家
族
信
託
契
約
は
、
図
表
2
の
よ

う
に「
委
任
」「
成
年
後
見
制
度
」「
遺

言
」
の
三
つ
の
機
能
が
入
っ
て
い
ま

す
。

６　

デ
メ
リ
ッ
ト

⑴　

節
税
対
策
に
は
な
ら
な
い

　
　

信
託
契
約
は
相
続
と
は
全
く
別

の
枠
組
み
で
あ
り
、
相
続
対
策
と

し
て
効
果
的
で
す
が
、
節
税
対
策

に
は
な
り
ま
せ
ん
。

⑵　

受
託
者
を
誰
に
す
る
か
で
揉
め

る
可
能
性
が
あ
る

　
　

家
族
信
託
は
、
財
産
を
適
切
に

管
理
・
処
分
で
き
て
、
か
つ
信
頼

で
き
る
家
族
（
親
族
）
が
い
る
か

ど
う
か
が
大
き
な
ポ
イ
ン
ト
に
な

り
ま
す
。

　
　

信
頼
し
て
任
せ
た
の
に
管
理
が

ず
さ
ん
だ
と
、
相
続
人
の
中
か
ら

不
満
の
声
が
上
が
り
、
ト
ラ
ブ
ル

に
な
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

７　

信
託
の
税
務
上
の
取
扱
い

⑴　

所
得
税

　
　

信
託
に
お
い
て
は
、
受
益
者
が

信
託
財
産
を
保
有
し
て
い
る
と
考

え
ま
す
の
で
、
そ
の
収
入
も
受
益

者
に
帰
属
し
ま
す
。

　
　

例
え
ば
、
賃
貸
物
件
を
持
っ
て

い
る
父
親
が「
委
託
者
」と
な
り
、

長
男
を
「
受
託
者
」
と
す
る
信
託

契
約
を
結
び
、
引
き
続
き
「
受
益

者
」
は
父
親
と
し
た
場
合
、
そ
の

家
賃
収
入
は
父
親
の
も
の
と
な
り
、

従
来
ど
お
り
所
得
税
の
申
告
を
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

⑵　

固
定
資
産
税

　
　

固
定
資
産
税
は
、
台
帳
課
税
主

義
の
た
め
、
名
義
が
移
転
し
た
ら

受
託
者
が
納
税
義
務
者
と
な
り
ま

す
。
受
託
者
は
預
か
っ
て
い
る
受

益
者
の
財
産
（
信
託
財
産
）
か
ら

納
税
額
を
支
払
う
こ
と
に
な
り
ま

す
。

⑶　

相
続
税

　
　

信
託
を
行
っ
て
も
相
続
税
評
価

額
に
は
影
響
が
あ
り
ま
せ
ん
。

⑷　

贈
与
税

　
　

委
託
者
と
受
益
者
が
異
な
る
場

合
を
「
他
益
信
託
」
と
い
い
、
贈

与
税
が
か
か
り
ま
す
。

　
　

例
え
ば
、委
託
者
は
「
父
親
」、

受
託
者
は「
息
子
」、受
益
者
が「
母

親
」
と
い
う
ケ
ー
ス
で
す
。
こ
の

場
合
に
は
、
信
託
契
約
を
締
結
し

た
時
点
で
父
親
か
ら
母
親
に
財
産

権
が
移
転
し
た
と
み
な
さ
れ
て
、

贈
与
税
が
か
か
り
ま
す
。

図表 2　一般的な資産承継の対策

家族信託

①元気なうちから本人に代わり財産の管理・処分を託す
　〈委任契約の代用〉
②本人の判断能力低下後における財産の管理処分を託す
　〈後見制度の代用〉
③本人死亡後の資産の承継先を自由に指定できる
　〈遺言の代用〉

生前の財産管理 相続後の資産承継・財産管理

①委任契約

現在

②成年後見制度

認知症発症

③遺言執行

相続開始

④数次相続

2次相続　3次相続
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　役員に対して支給する定期給与（その支
給時期が１月以下の一定の期間ごとである
もの）で、次のものは、定期同額給与として、
支給する法人の各事業年度の所得の金額の
計算上、損金の額に算入されます。
①　当該事業年度の各支給時期における支
給額が同額であるもの

②　一定の改定がされた場合における当該
事業年度開始の日又は給与改定前の最後
の支給時期の翌日から給与改定後の最初
の支給時期の前日又は当該事業年度終了
の日までの間の各支給時期における支給
額が同額であるもの

　このように、損金算入の対象となる定期
同額給与は、定期給与のうち当該事業年度
の各支給時期における支給額が同額である
給与となります。
　歩合給等はこれらの要件には当てはまら

ず、たとえ一定の算定基準に基づき、規則
的に継続して支給されるものであっても、
その支給額が同額でない給与は、定期同額
給与には該当しません。そのため、歩合給
等を支給した場合には、原則として、業績
連動給与のうち一定の要件を満たすものに
該当するものを除き、損金の額には算入さ
れません。
　ただし、固定給の部分と歩合給の部分と
があらかじめ明らかとなっている場合は、
固定給の部分については、定期同額給与の
要件を満たす限り、損金の額に算入されま
す。
　また、歩合給等は、一般的には、使用人
兼務役員に対して支給されるケースが多い
ものです。使用人兼務役員に支給する使用
人としての職務に対する給与について歩合
制を採用している場合には、不相当に高額
なものに該当しない限り、損金の額に算入
することができます。

法人の役員に対する歩合給
等を支給したとき

　消費税の課税事業者となるかどうかは、
原則として、基準期間における課税売上高
が1,000万円超であるかどうかで判定され
ます。基準期間が免税事業者であった場合、
その課税売上高には消費税等は含まれてい
ないこととなります。そのため、基準期間
における課税売上高は、課税資産の譲渡等
に伴って収受し、または収受すべき金額の
全額となり、それをもとに納税義務を判定
します。例えば、基準期間が免税事業者で、
その基準期間の売上高が1,080万円であ
った場合、税抜計算をすると課税売上高は
1,000万円以下となりますが、そのような計
算を行った金額で判定するのではなく、あ
くまで課税資産の譲渡等に伴って収受し、
または収受すべき金額の全額である1,080
万円で判定することとなります。
　したがって、この事例のケースでは、納
税義務があることとなります。

 消費税　基準期間が免税事業
者であるときの課税売上高　

税
法
上
、
本
人
に
対
し
て
交
付
す

る
義
務
が
あ
る
源
泉
徴
収
票
や
支
払

通
知
書
等
に
は
、マ
イ
ナ
ン
バ
ー（
個

人
番
号
）
の
記
載
は
し
ま
せ
ん
。
ま

た
、
給
与
所
得
の
源
泉
徴
収
票
及
び

退
職
所
得
の
源
泉
徴
収
票
に
つ
い
て

は
、
支
払
者
の
法
人
番
号
も
記
載
し

な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
な
お
、
税
法
上
、
本
人
に
対
し
て

交
付
す
る
義
務
が
な
い
支
払
調
書
な

ど
の
法
定
調
書
に
つ
い
て
も
、
支
払

内
容
の
確
認
な
ど
の
た
め
に
本
人
に

対
し
て
写
し
を
交
付
す
る
ケ
ー
ス
が

あ
り
ま
す
が
、そ
の
よ
う
な
場
合
は
、

番
号
法
上
の
特
定
個
人
情
報
の
提
供

制
限
を
受
け
る
こ
と
と
な
る
た
め
、

本
人
及
び
支
払
者
等
の
マ
イ
ナ
ン
バ

ー
を
記
載
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

 

マ
イ
ナ
ン
バ
ー

本
人
に
交
付
す
る
源
泉
徴
収
票
や
支
払
調
書
へ
の
記
載


